
第１章 調査の実施方針 
１．検討フロー 
海面上昇による国土保全対策の基本的方向性を把握することを目的とし、海面上昇量の外

力条件を設定し、詳細検討モデル地区についてその影響を把握するとともに、時間軸を入れた

対策を検討する。 
 

＜第１章＞ ＜第２・３章＞ 

防護による対応策の検討 

各地区・各施設毎の対策費用の試算 

代表地区のシナリオ毎の対策分析 

（影響評価の判断基準） 

各詳細検討モデル地区の影響評価結 
果及びその特徴の分析 

各詳細検討モデル地区の比較 

分析結果のとりまとめ 

＜外力条件＞ 詳細検討モデル地 
区の選定 

各詳細検討モデル 
地区において検討 
対象となる施設等の 
整理 

各施設毎の影響評価方法 

海面上昇量 0.10 
ｍ、0.30ｍ、0.50ｍ、 
0.90ｍについて検討 

影響評価 

＜第４章＞ 

＜第５章＞ 
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２．検討シナリオの設定 

① 対策に時間軸を検討するために設定 

② 海面上昇以外の要因による変化や予測精度の問題もあるので、2100 年を

見通したシナリオを設定（上昇現象の現れ方や予測精度の向上にあわせて

適宜ローリングすべきものである）。 

 

 

出典：気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 
      第三次評価報告書 第一次作業部会報告 
      政策決定者向けの要約（気象庁訳） 

IPCC第三次報告における海面上昇量の予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．検討海面上昇値の設定 

① 海面上昇の影響把握のために設定 

② 対策を検討するための目安として設定 

 

 

 

 
 

検討海面上昇値 
①：０．１０ｍ  ②：０．３０ｍ 
③：０．５０ｍ  ④：０．９０ｍ 

検討シナリオ  ☆ 1990 年に対する 2100 年の海面上昇量 ☆ 

① 高位：陸の氷の不確実性を含んだすべてのＳＲＥＳシナリオ包絡線（0.90m≒0.88）

② 中位：全てのＳＲＥＳシナリオに対するモデル平均の包絡線（0.50ｍ） 

③ 低位：全てのＳＲＥＳシナリオ包絡線（0.10ｍ≒0.09ｍ） 
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